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１ 地方創生の推進 

 

我が国が将来にわたり活力ある社会を維持し、人口減少に歯止め

をかけ、それぞれの地域で住みよい環境を確保していくためには、地

方創生の推進が不可欠である。 

地方創生は、本格的な「事業展開」の段階へと移行する中で、国と

地方は一致協力して地方創生に向けた取組を進めているが、地方議

会も執行機関と連携しながら施策の展開に積極的に取り組んでいる

ところである。 

よって、国においては、地方創生の更なる推進に向け、特に下記の

事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ まち･ひと･しごと創生事業費の安定的確保について 

「まち･ひと･しごと創生事業費」については、地方が自主性･主

体性を最大限発揮して継続的に地方創生に取り組めるよう、引き

続き１兆円を上回る額を安定的に確保すること。 

 

２ 地方創生推進交付金の総額確保等について 

「地方創生推進交付金」については、長期にわたり施策が展開で

きるよう継続的なものとし、総額の確保を図るとともに、事業申

請に係る手続を簡素化すること。 
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また、地方創生関連補助金等については、要件の緩和など弾力

的な取扱いを図ること。 

 

３ 地方創生を総合的に支援する地方債の創設について 

地方創生のための魅力ある地域資源を活かした緊要度の高いま

ちづくりなどを戦略的に推進するため、特別な地方債を創設し、

その元利償還金について交付税措置を講じること。 

 

４ 地方大学の振興及び運営基盤の充実について 

地方大学は、地域の将来を支える人材や産業の育成に大きく貢

献し、地方創生にとって重要な役割を担っていることから、地方

が行う地方大学振興のための諸事業に対し財政支援措置を講じる

など、地方大学等の運営基盤を充実すること。 

 

５ 政府関係機関の地方移転の早期実現について 

政府関係機関の地方移転については、国の「政府関係機関移転

基本方針」に基づき策定された「政府関係機関の地方移転にかか

る今後の取組について」等に沿って検討及び検証を主体的に進め、

早急かつ円滑にその完全実現を図ること。 

 

６ 地方への分散を促進する誘導的な施策の推進について 

企業や人、物等について、東京一極集中から地方へ分散するよ

う、誘導的な施策を積極的に推進すること。 
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７ 地方分権改革の一層の促進等について 

地方が自主的･主体的に地方創生に取り組めるよう提案募集方

式による地方分権改革を一層促進するとともに、地方議会が地域

の実情に応じて適切にその役割が発揮できるよう議会の権能強化

に努めること。 
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２ 防災･減災対策の充実強化 

 

近年、我が国では、東日本大震災、平成２８年熊本地震、鳥取県中

部地震をはじめ、集中豪雨･土砂災害、火山噴火等、大規模な自然災

害が多発し、各地に甚大な被害をもたらすとともに、昨年１２月には、

新潟県糸魚川市市街地での大規模な火災も発生している。また、南海

トラフ地震、首都直下地震の発生の切迫性が指摘されているところ

である。 

こうした災害から、国民の生命、身体及び財産を守るためには、

ハード面･ソフト面の様々な防災･減災対策のより一層の推進が急務

となっている。 

よって、国においては、防災･減災対策の充実強化に向け、特に下

記の事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 地震･津波･火山防災対策の充実強化について 

(1) 「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災･減災等に

資する国土強靱化基本法」「災害対策基本法」「南海トラフ地震

に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」「首都直下地震

対策特別措置法」等に基づく施策の着実な推進を図るとともに、

地方自治体の負担軽減措置を拡充すること。 

(2) 地震、津波及び火山噴火による被害を最小限にするため、観

測･監視体制の強化を図ること。 
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２ 台風･集中豪雨対策等の充実強化について 

(1) 頻発する台風や集中豪雨などによる被害を防止･軽減するた

め、ハード･ソフト対策を連携させた水害･土砂災害対策の推進

を図ること。 

(2) 台風･集中豪雨等による被害を防止･軽減するため、気象観測

体制の強化を図ること。 

 

３ 災害復旧･復興支援対策の充実強化について 

(1) 被災自治体の災害復旧･復興対策に万全を期すため、災害復

旧･復興事業に要する経費の地方負担に対する支援措置の充実

強化を図ること。 

(2) 被災者が早期に自立した生活を送ることができるよう、災害

救助法に基づく支援及び被災者生活再建支援制度等の拡充を図

ること。 

 

４ 原子力発電所の安全･防災対策の充実強化について 

東京電力福島第一原子力発電所事故の原因や対応の検証結果を

踏まえ、速やかに万全の安全対策及び防災対策の強化を図ること。 

 

５ 消防防災体制の充実強化について 

(1) 地方自治体の消防防災体制の一層の充実を図るため、消防防

災施設･設備整備に対する財政措置を拡充すること。 

(2) 地域の防災力の強化を図るため、消防団の装備の充実や団員

の待遇改善等に対する財政措置を拡充すること。 
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３ 地域経済対策の推進 

 

我が国の景気は、雇用･所得環境の改善が続く中、各種政策の効果

もあり、緩やかな回復基調が続いているものの、海外経済の不確実性

など景気の先行きに対する不透明感も見られ、個人消費は未だ力強

さを欠くなど、その成果が十分に浸透していない地域も見受けられ

る。 

このような状況の下で、活力ある地域経済基盤を確立するために

は、地域経済対策のより一層の推進が不可欠である。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 国と地方が一体となった地域経済対策の推進について 

各地域の持続的な経済発展を実現していくため、アベノミクス

の成果を地域の隅々にまで行きわたらせ地域経済の好循環を確立

し、国と地方が一体となった強力な地域経済対策を講じること。 

 

２ 大胆な産業政策の推進について 

国全体の活力が強化される大胆な産業政策を講じて、国が担う

べき地域間格差の是正や多様性と活力に満ち溢れた地域の創出に

取り組むこと。 

また、地方における重要な産業である農林水産業を成長産業へ

発展させるよう、国として積極的な施策を講じること。 
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３ 地方拠点強化税制の幅広い検討について 

「地方拠点強化税制」について、制度の継続はもとより、これま

での実績や効果などを踏まえ、更なる制度の拡充をはじめ、地方

への人の流れをつくるための税財政制度について幅広く検討する

こと。 

 

４ 軽油引取税の課税免除制度の継続について 

平成２９年度末をもって廃止される軽油引取税の課税免除制度

は、農林漁業者やスキー場の索道事業者等の経営安定に寄与して

おり、廃止されれば地域経済に深刻な影響を及ぼすことが懸念さ

れることから、平成３０年度以降も継続すること。 
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４ 農業振興対策 

 

我が国の農業は、農業従事者の減少や高齢化の進行、耕作放棄地の

増加、輸入農産物の増大など極めて厳しい現状にあるとともに、食料

自給率は先進国中最低の水準となっている。 

こうした中、農業地域の振興等により農業の持続的な発展を図り、

我が国の農業を再生することで、食料供給機能を向上させることが

喫緊の課題である。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 農業農村整備事業予算の安定的確保について 

将来にわたる農業･農村の持続的な発展を図るため、農業農村整

備事業予算を長期的かつ安定的に確保すること。 

 

２ 経営所得安定対策について 

経営所得安定対策については、農業者の経営安定を図るととも

に、農業再生の基盤である集落営農の中心となる人材を育成し、

持続的な「担い手づくり」に資するものとし、併せて必要財源を確

保するとともに、担い手への農地集積の促進と生産基盤の効率的

な整備の推進を図ること。 

また、農業所得向上のための小規模農家に対する支援策を充実

強化すること。 
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３ 農村地域防災減災事業の推進について 

農村地域の安全･安心の確保のための農村地域防災減災事業の

推進を図ること。 

 

４ 農業の持続的な発展に関する施策について 

(1) 多くの集落で老朽化した農業用施設の早急な機能回復が急務

となっている中、補修や更新等による施設の長寿命化対策を進

めるため、多面的機能支払交付金における資源向上支払交付金

予算を十分に確保すること。 

(2) 農業生産条件の不利な農山村の振興･活性化を図るため、中山

間地域等直接支払制度を一層充実させること。 

(3) 新規学卒者やＵターン就農者など多様な就農者の確保･育成

のため、研修制度や経営資金貸付制度等の支援措置を充実させ

ること。 

また、農業に重要な役割を占めている女性･高齢者の能力を十

分発揮できる環境整備を促進すること。 

(4) 過疎地域や中山間地域等をはじめ、全国的に増加している耕

作放棄地の解消や基盤整備、環境整備等に資する施策を積極的

に推進するなど、耕作放棄地再生利用対策等の拡充強化を図る

こと。 

(5) 高止まりの状況が続く肥料価格に対し、価格と供給の安定対

策を一層強化すること。 
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５ 食料自給率向上及び国産農産物の消費拡大について 

(1) 水田を最大限に有効活用した米粉･飼料用米、麦、大豆等の作

付拡大支援など食料自給率向上施策に関し、十分な財源を確保

すること。 

(2) 「日本型食生活」の維持、食料自給率向上等のため、外国への

輸出を含む米の消費拡大に資する施策を積極的に推進すること。 

(3) 学校や病院、高齢者施設など公共施設で供される給食等にお

いて、地域の農産物の積極的な利用を促す施策を展開すること。 

 

６ 畜産振興策の強化について 

(1) 高止まりの状況が続く配合飼料価格の安定化を図るため、配

合飼料価格安定制度や飼料穀物備蓄対策事業など配合飼料価格

高騰対策の拡充強化を図ること。 

また、国内飼料を増産し飼料自給率を向上させるため、飼料増

産総合対策事業等の拡充強化を図ること。 

(2) 畜産業振興策の強化及び畜産農家の保護･育成並びに所得の

向上に資する施策を充実すること。 

また、畜産･酪農経営の安定と発展に資するため、畜産･酪農経

営安定対策の充実強化を図ること。 

(3) 口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の侵入･

まん延を防止するため、防疫･危機管理体制を強化するとともに、

被害を受けた農家等に対する経営支援策を充実すること。
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５ 林業振興対策 

 

我が国の林業は、木材価格の低迷やコストの増大等による採算性

の悪化、林業従事者の減少や高齢化の進行による維持･管理が困難な

森林の増加により、極めて厳しい状況に置かれている。 

森林は、国土の保全、水資源のかん養、林産物の生産はもとより、

地球温暖化防止効果など多面的機能を持った重要な資産であり、そ

の機能を持続的に発揮させるためには、林業の健全な発展を図るこ

とが不可欠である。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 林業発展のための施策について 

(1) 「森林･林業基本計画」に掲げる施策の具体化を図るため、必

要な予算の確保を図ること。 

(2) 森林が有する多面的機能の維持管理に対する支援、治山事業

等の推進、林産物の供給体制等の支援、木材利用の促進、その他

林業振興のための施策を推進すること。 

(3) 新たな林業技術労働者(｢フォレスター｣｢森林施業プラン

ナー｣｢現場技術者･技能者｣)の確保･育成、林業事業体等の育成

整備など担い手対策を拡充するとともに、路網整備等経営基盤

の整備、森林施業の集約化や一層の機械化の導入など、効率的施

業の推進を図ること。 
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(4) 急峻地や山奥部のため、施行放棄されている民有林地域に対

する森林管理･環境保全直接支払制度を充実すること。 

 

２ 森林環境税(仮称)の創設について 

森林吸収源対策のための税（森林環境税(仮称））については、地

方の意見を十分踏まえ、創設に向けた具体的な制度設計を進める

こと。その制度設計に当たっては、税収を全額地方の税財源とす

るとともに、国･都道府県･市町村の森林整備等に係る役割分担及

び税源配分のあり方などの課題について十分整理すること。 

また、現在、都道府県を中心として独自に課税している森林環

境税等との関係についても、地方の意見を踏まえてしっかりと調

整すること。 

 

３ 水源林の保全について 

水源林地域の土地取得及び開発行為の実態を正確に把握し、森

林の適切な管理及び水資源の保全を図ること。 
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６ 水産業振興対策 

 

我が国は広大な排他的経済水域を有し、水産資源の多様さは世界

でも有数である。しかしながら、資源環境は世界的な水産物需要の増

加により悪化するとともに、漁業収益は安価な輸入水産物の過剰な

流入などにより低迷している。 

我が国の重要な資源である水産物を安定的かつ持続的に確保する

ためには、「水産日本の復活」を掲げた水産業の健全な発展を図るこ

とが必要である。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 漁業者に対する経営支援策等の強化について 

水産物の安定的な確保に必要な漁船漁業の維持･発展のため、漁

業者に対する融資･信用保証などの経営支援策を強化するととも

に、新規漁船建造の際の支援制度を拡充すること。 

 

２ 水産資源の維持等のための施策について 

(1) 適切な魚種の維持と漁業経営の安定化を図るため、計画的に

資源管理に取り組む漁業者に対する支援である資源管理･漁業

経営安定対策等の拡充強化を図ること。 
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(2) 沿岸漁業の振興及び小規模漁業者の所得向上に資する施策の

充実に努めるとともに、資源管理型漁業の推進、種苗放流等の支

援策の充実等による栽培漁業の振興を図りながら、水産業振興

のための支援策を強化すること。 

 

３ 養殖用配合飼料高騰対策について 

養殖用配合飼料の高騰時においても漁業者の経営の安定が図ら

れるよう、漁業経営セーフティネット構築事業等の拡充強化を図

ること。 

 

４ 担い手の確保･育成について 

水産業の持続的かつ健全な発展のため、担い手の確保･育成対策

を推進すること。 
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７ 農林水産業共通対策 

 

農林水産業は、食料の供給や、国土･自然環境の保全など、国民の

生活に欠かせない重要な役割を担っている。 

しかしながら、我が国の農林水産業は、労働力の高齢化と後継者不

足などにより生産活動が低下し、耕作放棄地の増加や森林及び漁場

の荒廃等が進行している。 

農林水産業の振興は、食料自給体制の維持･向上に不可欠であると

ともに、地域活性化の要でもあることから、その持続的な経営維持・

発展を図るための課題の解決に向けた対策を講じることが必要であ

る。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 農林水産業の持続的な経営維持･発展対策について 

(1) 農林水産業について、持続的な経営維持・発展のために万全

の対策を講じるとともに、地域の実情に即した施策の確立と十

分な財源の確保を行うこと。 

(2) 新たな市場や付加価値を創出し、農山漁村の所得や雇用の増

大、地域活力の向上を図るため、地域の農林水産物や資源を活用

した農山漁村における６次産業化や農商工連携への取組に対し、

十分な予算を確保し、着実な実施を図ること。 



- 16 - 

２ 野生鳥獣による農林水産物被害の防止について 

(1) 野生鳥獣による農林水産物被害を防止するため、鳥獣被害防

止対策の一層の拡充を図るとともに、地方自治体が行う地域の

実情に応じた鳥獣被害防止施策に対する財政支援を充実するこ

と。 

特に、広域的に関係機関･市町村が連携し、被害を防止するシ

ステムを構築するとともに、専門的知識を持った人材の育成強

化を図ること。 

(2) 鳥獣被害防止総合対策推進交付金（鳥獣被害防止緊急捕獲活

動支援事業）の継続と拡充、捕獲狩猟技術を持った狩猟者育成制

度の創設、処理加工施設等の補助拡充など、鳥獣被害防止対策を

強化すること。 

(3) 野生鳥獣の生息数及び生息分布域を正確に把握できる調査方

法を確立した上、国において実施すること。 

また、個体数管理、生息環境管理及び被害防止対策を一層推

進し、安全かつ効率･効果的な対策を講じること。 

特にサルについては大集団による群れで行動し、被害を受け

る集落が特定できることから、集中的な被害防止対策と合わせ

て、群れを一斉捕獲して個体数調整を行うこと。 

(4) 大量発生した場合、水産業に甚大な被害を及ぼす大型クラゲ

について、発生の原因解明や抑制･駆除･処理に関する技術を早

期に確立すること。 
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３ 原子力発電所事故に伴う各国･地域の輸入規制の緩和･撤廃につ

いて 

東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う各国･地域政府によ

る水産物や農産品等の輸入規制は、日本政府の働きかけにより緩

和･撤廃されつつあるものの、食品の輸入停止や放射性物質検査証

明書の添付義務などの規制措置が今もなお取られている国･地域

があるため、風評被害を防ぐとともに、被災地産品の海外輸出促

進に向け、我が国産品の安全確保に対する措置の情報を各国･地域

政府、報道機関、国民へ迅速かつ正確に提供するなど、規制の緩

和･撤廃に向けた取組をより一層強化すること。 

 

４ 燃油価格高騰対策について 

燃油価格の上昇は、農林水産業の経営に深刻な影響を及ぼして

いることから、安定的･継続的な経営が可能となるよう燃油価格高

騰対策をより一層強化すること。 

 

５ 農林水産物の価格の適正化について 

農林水産物の適正な市場価格の形成や生産コストを削減する総

合的な対策を強化するとともに、生産コストが販売価格へ適正に

反映されるよう、流通･販売に対する監視機能を強化すること。 

 

６ 諸外国との貿易交渉について 

環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）、経済連携協定（ＥＰ
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Ａ）、自由貿易協定（ＦＴＡ）、世界貿易機関（ＷＴＯ）など諸外国

との貿易交渉においては、地方の意見を十分聴きながら交渉を行

い、我が国の農林水産業の将来にわたる持続的な安定･発展に資す

るよう努めること。 
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８ 食の安全及び消費者の信頼確保対策 

 

食の安全確保については、国民の健康な生活の基礎をなす重要な

ものであるが、食の安全に対する国民の不安が広がっていることか

ら、不正を見逃さない監視体制や安全管理・衛生管理体制の強化など、

消費者の信頼回復を図るための取組がより一層求められている。 

また、消費者を取り巻く環境は、高齢化の進行、高度情報通信社会

の進展など大きく変化してきており、食品表示の偽装、社会的弱者を

狙った悪質商法等による被害は跡を絶たず、消費者の安心・安全を確

保するための施策の更なる推進が必要となっている。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 食の安全性確保への取組について 

食に対する消費者の信頼を確保するため、生産履歴管理(トレー

サビリティシステム)、農業生産工程管理(ＧＡＰ）、危害分析･重

要管理点(ＨＡＣＣＰ)などの普及促進により、産地から食卓まで

の食の安全性を高めること。 

 

２ 輸入食材等の安全確保について 

輸入食材等の安全性に関しては、一層の監視及び検査体制の充

実強化を図るとともに、消費者･販売者等への情報提供を迅速かつ

適切に行うこと。 
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３ 消費者安心･安全確保対策の推進について 

(1) 地方における消費者行政の充実強化に向け、必要な財政支援

措置の更なる拡充を図ること。 

(2) 消費者が安心して安全で豊かな消費生活を営むことができる

よう、消費者の安全の確保、表示の充実と信頼の確保、適正な取

引の実現、消費者の被害救済･利益保護などの消費者施策を推進

すること。 
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９ 中小企業振興対策等 

 

中小企業の景況は、人口減少に伴う国内需要の減少や世界的な社

会･経済情勢の変化等により、先行き不透明な状況が続いている。 

地域に密着した中小企業の業況の改善は、地元経済･雇用のために

非常に重要であり、地域の自立･発展に不可欠である。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 中小企業への支援について 

(1) 金融セーフティネットの拡充を図るとともに、中小企業の資

金繰りに支障を来たさないよう一層の対策を講じること。 

(2) 環境、健康、医療など新たな成長分野で事業に取り組む中小

企業を支援するため、積極的な投資資金の提供をはじめとする

経営支援強化など、中小企業の成長支援策を拡充すること。 

 

２ 地域資源の活用促進について 

(1) 農林水産業と中小企業が地域資源を活用して新たな地場産物

を創造する「中小企業地域資源活用プログラム」及び「農商工連

携事業」等は、地域おこしの観点からも有効な施策であることか

ら一層の拡充を図ること。 

(2) 地域団体商標登録制度(地域ブランド)の活用促進を図ること。 
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３ 地域商業の振興について 

活力ある地域コミュニティを担う地域商業振興のため、中小商

業活力向上事業や商店街振興組合の活動支援事業などの拡充強化

を図ること。 

 

４ 下請け中小企業の保護について 

親事業者が下請け中小企業に一方的に価格のしわ寄せをするこ

とがないよう、適切な措置を講じること。 
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10 資源･エネルギー対策 

 

我が国のエネルギー政策については、東日本大震災に伴って発生

した深刻な原子力災害を踏まえた上で、国民の安全･安心や環境の保

全、我が国経済の持続的発展を前提とした、安定的な供給を第一に考

える必要がある。 

エネルギー資源に乏しい一方で、資源消費大国である我が国にお

いてエネルギー供給上のリスクに対応していくためには、エネル

ギー利用効率の向上、エネルギー源の多様化･分散化などの取組が不

可欠となっている。 

よって、国においては、下記事項を実現されるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 原子力発電所の安全･防災対策について 

(1) 原子力災害対策指針に基づく各地方自治体の地域防災計画が

実効性のあるものとなるよう、今後の検討課題も含め、きめ細か

く対応･支援すること。 

(2) 原子力発電所及び周辺に存在する可能性のある活断層や地震

発生時に想定される津波被害について、詳細な調査･研究を行っ

た上で、その結果を速やかに公表するとともに、万全な安全･防

災対策を講じること。 
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(3) 原子力発電所の周辺地域における住民の広域避難対策として、

避難道路や避難施設、防災資機材等を早急に整備すること。 

(4) 原子力発電の万全な安全確保のため、原子力技術者及び研究

者の養成確保に努めること。 

また、放射性廃棄物の環境負荷低減の研究開発を着実に進め

ること。 

(5) 福島第一原子力発電所事故の原因を解明し、速やかにその原

因を踏まえた万全の安全対策を講じること。 

(6) 国民の原子力に対する不安を解消するため、事業者は、原子

力発電所立地県に近接する都道府県･市町村のみならず全国民

に対し迅速かつ的確に情報を開示するとともに、情報公開体制

の確立を図ること。 

また、意見や要望を聴取する場の設定に、国が指導性を発揮

すること。 

(7) 府県を越えた広域避難等計画作成の協議に当たっては、国の

責任において、その任を務めること。 

 

２ 再生可能エネルギー対策について 

(1) 太陽光や風力、水力、バイオマス、地熱発電等の総合的な再生

可能エネルギーの研究･開発に積極的に取り組むこと。 

また、発電施設の設置･建設について規制の緩和措置を講じる

とともに必要な支援措置の充実を図り、安全で安定的な電力供

給対策を実施すること。 
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(2) 農山漁村に賦存する水や風、バイオマス等の再生可能エネル

ギーを利用した発電は、地元での使用はもとより、売電収益を地

域発展に活用する事も可能であることから、「農山漁村活性化再

生可能エネルギー総合推進事業」などによる支援策の拡充強化

を図ること。 

(3) 公共施設等における再生可能エネルギー発電施設の導入を促

進する事業の充実強化を図ること。 

(4) 再生可能エネルギー発電施設建設に関し、住民への事前の事

業説明や環境調査の実施について事業者に義務付けることを含

め、地元住民の合意形成を担保するほか、無秩序な開発等につい

ては罰則規定を盛り込むなど一定の規制をかけるための法整備

を早急に図ること。 

(5) 温室効果ガスの大幅削減に向け、地方自治体が行う地域にお

ける再生可能エネルギーの普及とエネルギーの効率的利用を促

す取組への支援の拡充強化を図ること。 

また、官民共同による施策の推進及び地球温暖化対策の実効

性を高めるため、複数の地方自治体が共通の目標を掲げ、その

達成のために連携して取り組む各種施策の推進に対して、必要

な支援を行うこと。 

 

３ エネルギー源の多様化･高度利用について 

炭層ガス及び石炭地下ガス化等の石炭利用並びに木質バイオマ

ス技術の実用化を図ること。 
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４ 電力供給の確保について 

(1) 積極的な節電に取り組む事業所に対し、税制上の優遇措置等

の支援を行うこと。 

また、事業所等の自家発電設備導入に当たって十分な支援を

行うこと。 

(2) 資金などの問題で十分な省エネルギー対策が困難な中小企業

に対する省エネルギー機器購入時の補助拡大等、きめ細かな対

策を強化すること。 

(3) 長期的視野に立ったエネルギー施策として、全国的な電気周

波数の統一を図ること。 

 

５ レアメタル(希少金属)等の確保対策について 

半導体や発光ダイオードなどの生産に不可欠なレアメタル(希

少金属)等の安定供給を確保するため、資源開発調査、リサイクル

の推進及び代替材料の開発等を促進すること。 

 

６ 採石法の充実強化について 

採石業者の登録、岩石の採取計画の認可等を規定する採石法に

ついて、採石業者に環境や自然生態系の保全に向けて更に厳密な

採取計画の提出を義務付けるとともに、同法に違反した場合の罰

則規定を新たに加えるなど、所要の改正を行うこと。 

 


